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告　　　　示

○愛媛県告示第717号
　肥料の品質の確保等に関する法律（昭和25年法律第127号）第12
条第2項の規定により、次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。
　　令和７年７月25日
� 愛媛県知事　中　村　時　広

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

令和13
年8月
21日

愛媛県
第1280
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

くみあ
い粒状
苦土炭
酸石灰
2号

アルカ
リ分
� 53.0
可溶性
苦土
� 15.0

その他
の制限
事 項
は、公
定規格
のとお
り

宇和鉱業株式会
社
愛媛県西予市野
村町野村５号
111番地

令和13
年8月
14日

愛媛県
第1271
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

ダイヤ
粉状苦
土炭酸
石灰１
号

アルカ
リ分
� 53.0
可溶性
苦土
� 15.0

その他
の制限
事 項
は、公
定規格
のとお
り

株式会社研農
高知県高知市百
石町二丁目25番
20号
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令和13
年8月
21日

愛媛県
第1279
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

ハート
粒状苦
土石灰
１号

アルカ
リ分
� 53.0
可溶性
苦土
� 15.0

その他
の制限
事 項
は、公
定規格
のとお
り

株式会社研農
高知県高知市百
石町二丁目25番
20号

○愛媛県告示第718号
　次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法
（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。
　　令和７年７月25日
� 愛媛県知事　中　村　時　広
１　保安林予定森林の所在場所
　　四国中央市新宮町新瀬川617、636、637、641、647、648
2　指定の目的�
　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。
　　　　新瀬川617・636・637・641・647・648（以上６筆について

次の図に示す部分に限る。）
　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
　　ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以
上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係
書類を愛媛県庁及び四国中央市役所に備え置いて縦覧に供する。）

○愛媛県告示第719号
　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。
　　令和７年７月25日
� 愛媛県東予地方局長　河　上　芳　一

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者 指定障害児通

所支援の種類
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所 指　　定

年　月　日氏名又は名称 主たる事務所
の　所　在　地 代表者の氏名 名　　　　　称 所　　在　　地

3850600465 株式会社　ｆｏｒｅｓ
ｔ

愛媛県西条市神拝甲
235番地2 森　　　　　徹 児童発達支援 pｏpｏla　西条 愛媛県西条市神拝乙35

−５　2F
令和７年
６月１日

3850600465 株式会社　ｆｏｒｅｓ
ｔ

愛媛県西条市神拝甲
235番地2 森　　　　　徹 放課後等デイ

サービス pｏpｏla　西条 愛媛県西条市神拝乙35
−５　2F

令和７年
６月１日

○愛媛県告示第720号
　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の20第４項の規定により、指定障害児通所支援事業者から次のとおり指定障害児通所支
援事業を廃止する旨の届出があった。
　　令和７年７月25日
� 愛媛県東予地方局長　河　上　芳　一

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者 指定障害児通

所支援の種類
廃止に係る指定障害児通所支援事業所 廃　　止

年　月　日氏名又は名称 主たる事務所
の　所　在　地 代表者の氏名 名　　　　　称 所　　在　　地

3850500301 株式会社OＮＥＣＡＲ
ＡT

岡山県岡山市中区浜三
丁目2番17号 島　村　佳　宜 放課後等デイ

サービス
おひさまきっず　新居
浜萩生事業所

愛媛県新居浜市萩生
739番地10

令和７年
５月31日

3850600234 社会福祉法人　あおい
会

愛媛県西条市古川江内
甲120番地１ 菅　野　良　昭 児童発達支援 かなで 愛媛県西条市古川字江

内甲１１8番１
令和７年
５月31日

3850600234 社会福祉法人　あおい
会

愛媛県西条市古川江内
甲120番地１ 菅　野　良　昭 保育所等訪問

支援 かなで 愛媛県西条市古川字江
内甲１１8番１

令和７年
５月31日

○愛媛県告示第721号
　介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。
　　令和７年７月25日
� 愛媛県東予地方局長　河　上　芳　一

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定 年 月 日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社さいみょう YOUサポート　セルクル 愛媛県今治市鯉池町一丁目１番30号 令和７年５月１日 訪問介護
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○愛媛県告示第722号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第29条第１項の規定により、次のとおり指定障
害福祉サービス事業者を指定した。
　　令和７年７月25日
� 愛媛県東予地方局長　河　上　芳　一

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者 指定障害福祉

サービスの種類
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所 指　　定

年　月　日氏名又は名称 主たる事務所
の　所　在　地 代表者の氏名 名　　　　　称 所　　在　　地

3810201164 合同会社アクトアライ
ズ

愛媛県西条市河原津甲
178番地2 川　又　邦　彦 生活介護

多機能型事業所　輪　
（生活介護・就労継続
支援B型）

愛媛県今治市中寺563
番４号

令和７年
６月１日

3810201164 合同会社アクトアライ
ズ

愛媛県西条市河原津甲
178番地2 川　又　邦　彦 就労継続支援

（B型）
多機能型事業所　輪　
（生活介護・就労継続
支援B型）

愛媛県今治市中寺563
番４号

令和７年
６月１日

○愛媛県告示第723号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第46条第2項の規定により、指定障害福祉サー
ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。
　　令和７年７月25日
� 愛媛県東予地方局長　河　上　芳　一

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者 指定障害福祉

サービスの種類
廃止に係る指定障害福祉サービス事業所 廃　　止

年　月　日氏名又は名称 主たる事務所
の　所　在　地 代表者の氏名 名　　　　　称 所　　在　　地

3810600795 社会福祉法人あおい会 愛媛県西条市古川江内
甲１２0番１ 菅　野　良　昭 自立生活援助 相談支援センター　星

の里
愛媛県西条市飯岡字谷
坪３47１番地１

令和７年
５月31日

○愛媛県告示第724号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第48条第１項の規定によ
り、道前平野土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持

管理）の計画の変更を令和７年７月14日認可した。
　　令和７年７月25日
� 愛媛県東予地方局長　河　上　芳　一

○愛媛県告示第725号
　建設業法（昭和24年法律第100号）第29条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。
　　令和７年７月25日
� 愛媛県知事　中　村　時　広

許　可　番　号 許　可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取　消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般−2）第18504号 令和2年
７月22日 ㈱愛力 瀧谷　寿明 新居浜市新田町３−2−

27
令和７年
６月３日 塗装工事業 建設業の廃止

（般−４）第7017号 令和４年
９月14日 石和設備工業㈱ 竹下　恭睦 新居浜市東田2−甲1632

−2
令和７年
６月10日

土木工事業
とび・土工工事業
舗装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（般−５）第19101号 令和６年
３月13日 ㈲日晴建設 日野　裕二 新居浜市角野3513−３ 令和７年

６月10日 電気工事業 建設業の廃止
（一部）

（般−６）第19194号 令和６年
11月１日 ＡＩＤ建設㈱ 青野　一輝 新居浜市船木甲5096−１ 令和７年

６月19日

土木工事業、建築工事業
とび・土工工事業
石工事業
鋼構造物工事業
舗装工事業
しゅんせつ工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般−2）第17562号 令和2年
8月11日 ㈱岸熊工業 多賀　玄治 西条市明屋敷320−2 令和７年

６月25日

土木工事業、建築工事業
大工工事業、左官工事業
とび・土工工事業
管工事業、鋼構造物工事業
鉄筋工事業、塗装工事業
防水工事業、解体工事業

建設業の廃止

（般−４）第18832号 令和４年
６月９日 髙橋建築 髙橋　京詩 西条市野々市７−１ 令和７年

６月25日
建築工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

○愛媛県告示第726号
　介護保険法（平成９年法律第123号）第75条第2項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止
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する旨の届出があった。
　　令和７年７月25日
� 愛媛県中予地方局長　髙　岡　晃　仁

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃 止 年 月 日 サービスの種類

名 称 所 在 地

有限会社　スイムアンドデイ 通所介護事業所　スイムアンドデイ 愛媛県伊予郡松前町南黒田428−１ 令和７年７月10日 通所介護

○愛媛県告示第727号
　介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。
　　令和７年７月25日
� 愛媛県南予地方局長　大　﨑　陳　洋

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定 年 月 日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社ライフフレア 株式会社ライフフレア　介護サービ
スフレア 愛媛県宇和島市妙典寺前乙477番地１8 令和７年７月１日 訪問介護

○愛媛県告示第728号
　建設業法（昭和24年法律第100号）第29条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。
　　令和７年７月25日
� 愛媛県知事　中　村　時　広

許　可　番　号 許　可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取　消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般−３）第13460号 令和３年
７月16日 ㈲舛森組 舛森　光昭 宇和島市柿原甲168−11 令和７年

６月2日

土木工事業、左官工事業
とび・土工工事業
石工事業、鋼構造物工事業
舗装工事業
しゅんせつ工事業
水道施設工事業

建設業の廃業

（般−３）第713号 令和４年
３月26日 兵頭建設㈱ 兵頭　恵二 宇和島市津島町岩渕丙

495−１
令和７年
６月９日 造園工事業 建設業の廃業

（一部）

（般−４）第12830号 令和４年
９月１日 菊間瓦販売㈱ 柚山　幹男 西予市宇和町田苗真土20

56
令和７年
６月13日 屋根工事業 建設業の廃止

（特−2）第1620号 令和2年
９月７日 中央建設㈱ 松本小百合 大洲市柚木491−1 令和７年

６月25日 造園工事業 建設業の廃止
（一部）

○愛媛県告示第729号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第2項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。
　その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から2週間一般の縦覧に供する。
　　令和７年７月25日
� 愛媛県知事　中　村　時　広

道路の種類 路　　線　　名 供　　　　用　　　　開　　　　始　　　　の　　　　区　　　　間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線
大洲市肱川町山鳥坂2240番から

同町山鳥坂214番３まで
令和７年７月25日

12:00

○愛媛県告示第730号
　次のとおり落札者を決定した。
　　令和７年７月25日
� 愛媛県知事　中　村　時　広
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落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入札公告日

インターネット実習対応パソコン等
一式の借入れ

愛媛県教育委員会
事務局管理部教育
総務課施設厚生室
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地2

令和７年７月14日
四国通建株式会社
今治市南大門町一丁目
１番地の15

9,438,000円
（月額） 一般競争入札 令和７年６月３日

○愛媛県告示第731号
　次のとおり落札者を決定した。
　　令和７年７月25日
� 愛媛県知事　中　村　時　広

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入札公告日

県立学校校内LＡＮ端末機器一式の
借入れ

愛媛県教育委員会
事務局管理部教育
総務課施設厚生室
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地2

令和７年７月14日
四国通建株式会社
今治市南大門町一丁目
１番地の15

10,120,000円
（月額） 一般競争入札 令和７年６月３日

公　　　　告

○公　告
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　令和７年７月25日
� 愛媛県知事　中　村　時　広
１　入札に付する事項
　⑴　件名
　　　ポータブル蓄電池及びソーラーパネルの購入
　⑵　購入物品名及び数量
　　　ポータブル蓄電池及びソーラーパネル　各40式
　　　（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）
　⑶　購入物品の内容等
　　　入札説明書等による。
　⑷　納入期限
　　　令和8年2月27日（金）
　⑸　納入場所
　　　仕様書のとおり
　⑹　入札方法
　　ア　入札は、原則として愛媛県電子入札システムを利用して行

うこととするが、愛媛県電子入札システムの利用者登録を行
っていない入札参加資格者が応札する場合には、紙入札を行
うことができる。

　　イ　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金
額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に
１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。

2　入札に参加する者に必要な資格
　　知事の審査を受け、令和５年度から令和７年度までの製造の請
負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業
者で、次の事項に該当するもの
　⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規

定に該当しない者であること。

　⑵　納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい
ることを証明した者であること。

　⑶　４の⑶に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

　⑷　修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円
滑に実施できる者であること。

　⑸　緊急時に速やかに対応できるものであること。
３　入札書の提出場所等
　⑴　入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先
　　　愛媛県出納局会計課用品調達係
　　　〒790-8570　愛媛県松山市一番町四丁目４番地2
　　　電話（089）912-2156
　⑵　入札書の受領期限
　　　令和７年8月29日（金）午前９時から令和７年９月１日

（月）午前９時59分まで
　⑶　入札説明書の交付方法
　　　⑴に掲げる場所及び愛媛県電子入札システムによる。
　⑷　開札の日時及び場所
　　　９月１日（月）午前10時00分
　　　愛媛県庁　本館１階会議室（都合により変更する場合あり）
４　その他
　⑴　入札及び契約手続において使用する言語及び通貨
　　　日本語及び日本国通貨
　⑵　入札保証金
　　　愛媛県会計規則（昭和45年愛媛県規則第18号）第135条から

第137条までの規定による。
　⑶　入札者に要求される事項
　　　この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基
づき次の期限までに提出しなければならない。

　　　なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合
は、これに応じなければならない。�

　　　提出期限:令和７年8月18日（月）午後５時
　⑷　入札の無効
　　　2に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効
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とする。
　⑸　契約書作成の要否
　　　要
　⑹　落札者の決定方法
　　　この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第133条の規定に基づいて作成され
た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行
ったものを落札者とする。

　⑺　契約の成立
　　　この公告の物品購入に係る契約は、地方自治法（昭和22年法

律第67号）第96条第１項第8号の規定により、愛媛県議会の議
決を得たときに、本契約として成立するものとする。

　⑻　その他
　　ア　契約保証金
　　　　愛媛県会計規則（昭和45年愛媛県規則第18号）第152条か

ら第154条までの規定による。
　　イ　入札書の提出方法
　　　　電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力のうえ、提出すること。
　　　　紙入札による場合は、入札書を直接または郵便（書留郵便

に限る。）により提出すること。
　　ウ　詳細は、入札説明書による。
５　Summary
　⑴　Nature�and�quantity�of�the�product�to�be�purchased:�

Portable�strage�batteries�and�solar�panels�40�units
　⑵　Time�limit�of�tender:�9:59�a.m.,�1.�September.�2025
　⑶　For�further�information,�please�contact:�Supplies�

Procurement� Section,�Accounting�Division,�Treasury�
Bureau,�Ehime�Prefectural�Government,�4-4-２�Ichibancho,�
Matsuyama,�Ehime�790-8570�Japan

　　TEL�089-912-2156

選挙管理委員会告示

○愛媛県選挙管理委員会告示第79号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第2編第５章及び地方教育行
政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第8条第
１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数
は、次のとおりである。
　　令和７年７月25日
　　　　　　　　　　　　愛媛県選挙管理委員会
� 委員長　三　好　賢　治
１　直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき
選挙権を有する者の数
　⑴　選挙権を有する者の総数� 1,103,854
　⑵　選挙権を有する者の総数の50分の１の数� 22,078
　⑶　80万を超える数に8分の１を乗じて得た数と40万に６分の１

を乗じて得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して
得た数� 237,982

2　県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の40万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と40万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 4２,49３ １4,１65

南 宇 和 郡 １6,656 5,55２

松山市・上浮穴郡 4２7,7３4 １３7,956

今 治 市・ 越 智 郡 １３0,0１２ 4３,３３8

宇和島市・北宇和郡 69,490 ２３,１64

八幡浜市・西宇和郡 ３３,057 １１,0１9

新 居 浜 市 94,96１ ３１,654

西 条 市 86,999 ２9,000

大 洲 市・ 喜 多 郡 46,２9２ １5,4３１

伊 予 市 ２9,945 9,98２

四 国 中 央 市 69,07３ ２３,0２5

西 予 市 ２9,２49 9,750

東 温 市 ２7,89３ 9,２98

正　　　　誤

○正　誤
　令和７年４月25日付け第604号愛媛県告示第379号（土地改良区役
員の就退任の届出）中

ページ 箇　　所 誤 正

367 左欄
上から13行目

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第17項

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第18項

○正　誤
　令和７年４月25日付け第604号愛媛県告示第380号（土地改良区役
員の就退任の届出）中

ページ 箇　　所 誤 正

367 右欄
下から12行目

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第17項

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第18項

○正　誤
　令和７年４月25日付け第604号愛媛県告示第381号（土地改良区役
員の就退任の届出）中

ページ 箇　　所 誤 正

368 左欄
下から20行目

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第17項

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第18項

○正　誤
　令和７年４月25日付け第604号愛媛県告示第382号（土地改良区役
員の就退任の届出）中
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令和７年７月25日　発行

ページ 箇　　所 誤 正

368 右欄
上から17行目

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第17項

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第18項

○正　誤
　令和７年４月25日付け第604号愛媛県告示第383号（土地改良区役
員の就退任の届出）中

ページ 箇　　所 誤 正

369 左欄
上から2行目

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第17項

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第18項

○正　誤
　令和７年４月25日付け第604号愛媛県告示第384号（土地改良区役
員の就退任の届出）中

ページ 箇　　所 誤 正

369 左欄
下から20行目

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第17項

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第18項

○正　誤
　令和７年４月25日付け第604号愛媛県告示第385号（土地改良区役
員の就退任の届出）中

ページ 箇　　所 誤 正

369 右欄
上から8行目

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第17項

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第18項

○正　誤
　令和７年４月30日付け第605号愛媛県告示第394号（土地改良区役
員の就退任の届出）中

ページ 箇　　所 誤 正

376 右欄
下から15行目

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第17項

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第18項

○正　誤
　令和７年４月30日付け第605号愛媛県告示第395号（土地改良区役
員の就退任の届出）中

ページ 箇　　所 誤 正

377 左欄
上から12行目

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第17項

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第18項

○正　誤
　令和７年４月30日付け第605号愛媛県告示第396号（土地改良区役
員の就退任の届出）中

ページ 箇　　所 誤 正

377 左欄
下から8行目

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第17項

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第18項

○正　誤
　令和７年４月30日付け第605号愛媛県告示第397号（土地改良区役
員の就退任の届出）中

ページ 箇　　所 誤 正

377 右欄
上から2行目

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第17項

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第18項

○正　誤
　令和７年５月13日付け第609号愛媛県告示第420号（土地改良区役
員の就退任の届出）中

ページ 箇　　所 誤 正

388 左欄
上から６行目

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第17項

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第18項

○正　誤
　令和７年５月13日付け第609号愛媛県告示第421号（土地改良区役
員の就退任の届出）中

ページ 箇　　所 誤 正

388 右欄
上から４行目

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第17項

土地改良法（昭和24年
法律第195号）第18条
第18項


